
緑 の 募 金 事 業 実 施 要 領

第１章 総 則

(目 的)

第１条 この要領は、公益社団法人沖縄県緑化推進委員会(以下「委員会」という。)定款

第４条に規定する緑の募金に係る事業に関し、緑の募金の取り組み及び管理、交付金、

補助金の交付等についての方法を定め、もって業務の円滑な運営に資することを目的と

する。

(基本方針)

第２条 緑の募金は、森林の整備、緑化の推進及び森林の整備又は緑化の推進に係る国際

協力(以下「森林整備等」という。)の意義に対する県民の理解を広めるとともに、県民

全体による森林整備等の取り組みを推進することを旨として行うこととし、委員会の理

事長(以下「理事長」という。)は、緑の募金業務を円滑かつ効率的に運営するため、毎

年度、緑の募金運動に関する方針を定め、緑の募金の適正な運営に努めるものとする。

(運営協議会の意見等の尊重)

第３条 理事長は、定款第 42 条に規定する運営協議会が委員会の業務に関して述べる意
見を尊重しなければならない。

第 2章 緑の募金の実施

(募金の方法)

第４条 緑の募金は、緑の募金による森林整備等に関する法律(以下「緑の募金法」とい

う。)第２条第２項で定めた募金期間に限って、戸別募金、職場募金、企業募金、学校

募金、篤志家募金、街頭募金を実施するものとする。

(募金説明会)

第５条 理事長は、緑の募金の実施にあたって、募金取り組み方法及び運営協議会で定め

た募金目標額を支部(市町村)及び募金協力員等に対し説明会を行うものとする。

(募金の報告及び納付)

第６条 支部(市町村)及び募金協力員は、募金期間終了後、委員会に対し、当該募金期間

における募金による寄附金の報告を速やかに行うものとする。(様式１)

２ 支部(市町村)及び募金協力員は、当該募金期間における募金による寄附金について、

前項の報告と同時に委員会に対し速やかに納付するものとする。



第３章 緑の募金の管理

(募金の適正管理)

第７条 理事長は、緑の募金により受領した寄附金については、銀行その他の金融機関へ

の預金等の方法により、これを適正に管理しなければならない。

第４章 緑の募金交付金事業

(支部交付金の交付割合)

第８条 理事長は、支部(市町村)が森林整備等の事業を実施するため、緑の募金により受

領した寄附金から、あらかじめ運営協議会の審議を経て定めた基準額の範囲内で支部(市

町村)に対し交付金を交付することができる。

(交付金対象事業)

第９条 支部交付金対象事業は別記１のとおりとする。

(交付金の交付申請)

第 10 条 支部交付金の交付を受けようとする支部長は、次の各号に掲げる事項を記載し

た緑の募金交付金事業交付申請書(以下「交付金交付申請書」という。)を理事長に申請

しなければならない。(様式２)

(1) 名称、氏名、住所、連絡先

(2) 交付金を用いて行おうとする事業の名称、目的、内容及び場所、期間

(3) 前号の事業に係る事業計画及び資金計画並びに交付金の交付希望額

(4) その他参考となる資料

(交付金の交付決定)

第 11 条 理事長は、前条の申請があったときは、事業の目的及び内容が緑の募金法の趣

旨に照らし適正であるか審査するものとする。

２ 理事長は、交付金の交付決定にあたり、交付金の目的を達成するために必要な条件を

付することができる。

３ 理事長は、交付金の交付の決定を行おうとするときは、あらかじめ運営協議会の意見

を聴かなければならない。

４ 理事長は、前項の規定により交付金の交付決定を行ったときは、申請のあった支部長

に交付決定を通知するものとする。(様式３)

(交付金の請求)

第 12 条 支部長は、交付金の交付決定通知書を受領したときは、交付額及び振込先等を

記載した交付金請求書を提出するものとする。(様式４)



(交付金の交付決定の取消)

第 13 条 理事長は、支部長が交付金を交付の目的以外の用途へ使用し、又は交付決定の

内容及びこれに付した条件に違反したときは、交付金の決定の全部又はその一部を取り

消すことができる。

(交付金の返還)

第 14 条 理事長は、交付金の交付の決定を取り消した場合において、当該取り消しに係

る部分に関し、すでに交付された交付金の返還を、期限を定めて請求することができる。

(事業実施状況報告)

第 15条 理事長は、必要に応じ、支部長から事業の遂行状況を報告させることができる。

(実績報告)

第 16 条 支部長は、緑の募金交付金事業が完了したときは、交付金事業の成果を記載し

た事業実績報告書に関係書類を添えて理事長に提出しなければならない。(様式５)

(決算・繰り越)

第 17 条 支部長は、毎年度緑の募金交付金事業の収支決算を行い関係書類を 5 カ年間保
存しなければならない。

２ 支部長は、決算の結果、交付金に残余が発生したときは、残余交付金を返還するか若

しくは残余金の執行計画を策定し、繰越承認を受けなければならない。(様式６)

３ 理事長は、前項の繰越承認申請があったときは、内容を審査し適正と認められるとき

は、支部長に繰り越しの承認通知をするものとする。(様式７)

第５章 緑の募金公募事業

(公募事業の実施)

第 18 条 理事長は、委員会の直接事業として森林整備等の事業を実施する者の公募を行

い、公募事業を実施する者(以下「補助事業者」という。)に緑の募金の寄附金の一部を

補助することができる。

(補助対象者)

第 19条 緑の募金公募事業の補助対象者は次の各号の一に該当する者とする。

(1) 沖縄県内の地方公共団体

(2) 沖縄県内の民間の非営利団体

(3) 以下の要件を満たす沖縄県内の団体等

ア 規約等で名称、事務所、会員、役員、事業計画等が規定され、適正な事業執行が

確実と認められる団体。

イ 営利を目的としない団体



(補助対象事業)

第 20条 補助対象事業は別記１のとおりとする。

(公募事業の募集)

第 21 条 理事長は、別に公募事業募集要領を定め、補助事業者を公募するものとする。

２ 募集は、委員会の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示するとともに委員会のホ

ームページ、広報誌等で公告するものとする。

(補助金の交付申請)

第 22 条 補助金の交付を受けようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した緑の募

金公募事業補助金交付申請書(以下「補助金申請書」という。)を理事長に申請するもの

とする。(様式８)

(1) 名称、氏名、住所、連絡先

(2) 交付金を用いて行おうとする事業の名称、目的、内容及び場所、期間

(3) 前号の事業に係る事業計画及び資金計画書

(4) その他参考となる資料

(補助金の交付決定)

第 23 条 理事長は、前条の申請があったときは、事業の目的及び内容が緑の募金法の趣

旨に照らし適正であるか審査するものとする。

２ 理事長は、交付決定にあたり、補助事業の目的を達成するために必要な条件を付する

ことができる。

３ 理事長は、補助金交付の決定を行おうとするときは、あらかじめ運営協議会の意見を

聴かなければならない。

４ 理事長は、前項の規定により補助金の交付決定を行ったときは、申請のあった補助事

業者に補助金の交付決定を通知するものとする。(様式９)

５ 理事長は、補助金交付申請で不採択となったときは、申請者に理由を記載して通知す

るものとする。(様式 10)

(補助金交付決定の取消)

第 24 条 理事長は、補助事業者が補助金を交付の目的以外の用途へ使用し、又は補助金

交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したときは、補助金の交付決定の全部又は

その一部を取り消すことができる。

(補助金の返還)

第 25 条 理事長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取り消しに係

る部分に関し、すでに交付された補助金の返還を、期限を定めて請求することができる。

(事業実施状況報告)

第 26 条 理事長は、必要に応じ、補助事業者から事業の遂行状況を報告させることがで



きる。

(実績報告)

第 27 条 補助事業者は、緑の募金公募事業が完了したときは、補助事業の成果を記載し

た事業実績報告書に関係書類を添えて理事長に提出しなければならない。(様式 11)

(補助金の交付の確定)

第 28 条 理事長は、実績報告書に基づき成果を審査し、補助金交付額を確定し、補助事

業者に補助金交付確定を通知するものとする。(様式 12)

(補助金請求)

第 29 条 補助事業者は、理事長から補助金交付確定通知書を受領したときは、補助金交

付請求書を提出するものとする。(様式 13)

第６章 雑 則

(その他事項)

第 30 条 この実施要領に定めるもののほか、緑の募金に係る事業の実施に関し必要な事

項は、理事長が運営協議会の審議を経て定めるものとする。

附 則

１ この要領は、平成 8年 1月 19日から施行する。
２ この要領は、平成 23年 12月 12日から施行する。（一部改正）



別記１(緑の募金交付金事業及び公募事業の対象事業)

事 業 名 区 分 摘 用

指導監督費(企画等含む)

森林整備事業 造林・保育１式 資材費、労務費、地拵え等機材費、

看板設置費等(労務費については、高度の

技術を伴うものに限る。)

事務費(通信、消耗品等)

指導監督費(企画等含む)

緑化推進事業 植樹・保育・管 資材費、労務費、地拵え等機材費、

理１式 看板設置費等(労務費については、高度の

技術を伴うものに限る。)

事務費(通信、消耗品等)

苗木配布費 無料配布用苗木代

指導監督費(企画等含む)

普及啓発事業 イベント開催費 森林整備及び緑化イベント開催費

会場使用料、謝金、旅費、事務費等

その他必要な経費

広報活動費 森林整備及び緑化に関する広報活動費

協議会費、印刷製本費、事務費等

調査研究費 森林整備及び緑化に関する調査・研究費

旅費、事務費等

その他事業 運営協議会で認められた事業



様式 １

令和 年 緑の募金報告書（総括表）

（単位：円）

募金額 割当目標額 実績額 増△減額 比率 備考

内訳 （Ａ） （Ｂ） Ｃ＝（Ｂ－Ａ） ％

家庭募金

職場募金

企業募金

学校募金

篤志家募金

街頭募金

その他募金

計



様式 １の２

令和 年 職場募金内訳書

（単位：円）

職 場 名 募 金 額 職 場 名 募 金 額



様式 １の３

令和 年 企業募金内訳書

（単位：円）

企 業 名 募 金 額 企 業 名 募 金 額



様式 ２

令和 年度緑の募金交付金事業交付申請書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

〇〇支部長

氏 名 印

令和 年度の緑の募金交付金事業として下記の事業を実施したいので、関係書類を添え

て申請します。

事業名は、別記 1

事 業 名 の項目に準じて

記入すること

事業の目的及び内容

事 業 期 間 令和 年 月 日～令和 年 月 日

事業場所及び

土地所有者

自己資金 円

交付金 円

資金計画(収入予算) 前年度繰越金 円

その他 円

総事業費 円

事業内訳 数量(規模) 単価(円) 金額(円)

事業内訳は、別

記 1 の区分及び

事業計画(支出予算) 摘用に準じて記

入すること。

交付金申請額 金 円也

注：積算内訳、事業位置図、管理計画等を添付すること。



様式 ３

令和 年度緑の募金交付金事業交付決定通知書
第 号

令和 年 月 日

〇 〇 支部長 殿

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 印

令和 年 月 日付けで申請のあった緑の募金交付金事業について、下記のとおり決定

したので通知します。

なお、事業の実施に当たっては、緑の募金実施要領を遵守するとともに、下記事項に留

意の上事業の円滑な推進が図られるようお願いします。

記

事 業 名

交付決定額 金 円也

事業実施に当たっての留意事項



様式 ４

令和 年度緑の募金交付金事業交付金請求書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

〇〇支部長

氏 名 印

令和 年 月 日付けで交付決定のあった緑の募金交付金事業について、下記のとおり

交付金を請求します。

記

１ 交付決定額 金 円

２ 交付金請求額 金 円

３ 交付希望時期 令和 年 月 日

４ 振込先

金融機関名

口座番号

口座名義



様式 ５

令和 年度緑の募金交付金事業実績報告書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

〇〇支部長

氏 名 印

令和 年 月 日付けで交付決定のあった緑の募金交付金事業について、下記のとおり

実施したので報告します。

記

１ 緑の募金交付金事業実績

事 業 名

事業期間 令和 年 月 日～令和 年 月 日

事業場所

実施内容

２ 決算報告

(1) 収入の部

項 目 予算額(円) 決算額(円) 差引増減額(円) 備考

緑の募金交付金額

自己資金

前年度繰越金

計

(2) 支出の部

項 目 予算額(円) 決算額(円) 差引増減額(円) 備考

計

注：実施内容は、具体的に記入し、写真等を添付すること。

支出項目は、別記１の区分、摘用に準じて記入すること。



様式 ６

令和 年度緑の募金交付金事業繰越承認申請書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

〇〇支部長

氏 名 印

令和 年 月 日付けで交付決定のあった緑の募金交付金事業について、繰越したいの

で、下記のとおり申請します。

記

１事 業 名

２交付決定額 金 円

３繰越額 金 円

区 分 当初予算額(円) 執行済額(円) 繰越額(円 備 考

交付金

自己資金

その他

計

４繰越理由

５今後の執行計画 １ 事業内容：

２ 事業費：

３ 実施期間：

４ その他

６その他



様式 ７

令和 年度緑の募金交付金事業繰越承認通知書
第 号

令和 年 月 日

〇 〇 支部長 殿

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 印

令和 年 月 日付けで申請のあった緑の募金交付金事業繰越承認申請について、下記

のとおり承認したので通知します。

なお、事業の実施に当たっては、緑の募金実施要領を遵守するとともに、下記事項に留

意の上事業の円滑な推進が図られるようお願いします。

記

１ 繰越承認額 金 円

２ 留意事項



様式 ８

令和 年度緑の募金公募事業補助金交付申請書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

団体名等：

代表者氏名 印

令和 年度の緑の募金公募事業として下記の事業を実施したいので、関係書類を添えて

申請します。

事業名は、別記 1

事 業 名 の項目に準じて

記入すること

事業の目的及び内容

事 業 期 間 令和 年 月 日～令和 年 月 日

事業場所及び

土地所有者

自己資金 円

補助金 円

資金計画(収入予算) その他 円

円

総事業費 円

事業内訳 数量(規模) 単価(円) 金額(円)

事業内訳は、別

記 1 の区分及び

事業計画(支出予算) 摘用に準じて記

入すること。

補助金申請額 金 円也

注：積算内訳、事業位置図、管理計画等を添付すること。



様式 ９

令和 年度緑の募金公募事業補助金交付決定通知書
第 号

令和 年 月 日

〇〇代表者 殿

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 印

令和 年 月 日付けで申請のあった緑の募金公募事業について、下記のとおり決定し

たので通知します。

なお、事業の実施に当たっては、緑の募金実施要領を遵守するとともに、下記事項に留

意の上事業の円滑な推進が図られるようお願いします。

記

事 業 名

補助金交付決定額 金 円也

事業実施に当たっての留意事項



様式 １０

令和 年度緑の募金公募事業不採択通知書
第 号

令和 年 月 日

〇〇代表者 殿

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 印

令和 年 月 日付けで申請のあった緑の募金公募事業について、下記の理由により不

採択となったので通知します。

記

＜不採択となった理由＞



様式 １１

令和 年度緑の募金公募事業実績報告書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

代表者氏名 印

令和 年 月 日付けで交付決定のあった緑の募金公募事業について、下記のとおり実

施したので報告します。

記

１ 緑の募金公募事業実績

事 業 名

事業期間 令和 年 月 日～令和 年 月 日

事業場所

実施内容

２ 決算報告

(1) 収入の部

項 目 予算額(円) 決算額(円) 差引増減額(円) 備考

緑の募金補助金額

自己資金

その他

計

(2) 支出の部

項 目 予算額(円) 決算額(円) 差引増減額(円) 備考

計

注：実施内容は、具体的に記入し、写真等を添付すること。

支出項目は、別記１の区分、適用に準じて記入すること。



様式 １２

令和 年度緑の募金公募事業補助金交付確定通知書
第 号

令和 年 月 日

〇〇代表者 殿

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 印

令和 年 月 日付けで報告のあった緑の募金公募事業について、補助金の額を下記の

とおり確定したので通知します。

なお、様式 13により補助金を請求してください。

記

１ 事業名：

２ 補助金交付決定額 金 円

３ 補助金交付確定額 金 円



様式 １３

令和 年度緑の募金公募事業補助金請求書
第 号

令和 年 月 日

公益社団法人沖縄県緑化推進委員会

理事長 殿

申請者 住 所：

電話番号：

代表者氏名 印

令和 年 月 日付けで補助金交付確定通知のあった緑の募金公募事業について、下記

のとおり補助金を請求します。

記

１ 交付確定額 金 円

２ 補助金請求額 金 円

３ 振込先

金融機関名

口座番号

口座名義


